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1. 当行の概要(13年9月末現在)1. 1. 当行当行の概要の概要(1(133年年99月末現在月末現在))

設 立 大正13年(1924年)4月5日

資 本 金 383億円

総 資 産 1兆9,326億円

預 金 ( N C D 含 む ) 1兆7,997億円

貸 出 金 1兆4,462億円

預 貸 率 ( 平 均 残 高 ) 81.9%

中小企業向け貸出金比率 65.4%

自 己 資 本 比 率 9.4%

従 業 員 数 1,454人

店 舗 数 79

 

(77本支店2出張所)

格 付 ( J C R ) Ａ－

会社概要 店舗網

東 京 都 46店舗

茨 城 県 13店舗

栃 木 県 1店舗

埼 玉 県 5店舗

千 葉 県 3店舗

神 奈 川 県 9店舗

そ の 他
2店舗

(うちインターネット専用支店1店舗)

首都圏1都5県79店舗

(77本支店2出張所)

3

地域別貸出金残高の推移

公的資金返済時(11/3末)の総貸出金残高

 

13,394 13/9末の総貸出金残高

 

14,462(+1,068)

単位：億円/(

 

)は11/3末比

茨城・栃木

 

1,534

千葉

 

366

埼玉

 

639

神奈川

 

1,173

東京

 

9,679

構成比

 

72.2%

茨城・栃木

 

1,498

千葉

 

382

埼玉

 

625

神奈川

 

1,121

東京

 

10,834

(+1,155)

構成比

 

74.9%
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2. 13年度中間決算と13年度予想
 
(1)概況2. 12. 133年度年度中間中間決算と決算と1133年度予想年度予想

 
(1)(1)概況概況

(単位：億円)

期 別

区 分

1 2 年 度

中間期実績

1 3 年 度 中 間 期 実 績 1 ３ 年 度 予 想

前 年 同 期 比 前年度比 前回予想比

業 務 粗 利 益

( コ ア 業 務 粗 利 益 )

178

154

161

159

▲16

4

312

309

▲26

▲1

9

10

資 金 利 益 146 149 2 291 ▲2 9

役 務 取 引 等 利 益 6 8 1 16 1 0

そ の 他 業 務 利 益

( う ち 国 債 等 債 券 損 益 )

24

24

3

2

▲21

▲21

3

2

▲25

▲24

▲0

▲0

経 費 ( ▲ ) 114 115 1 230 4 ▲0

実 質 業 務 純 益

( コ ア 業 務 純 益 )

64

40

46

43

▲18

3

81

79

▲31

▲6

10

11

一 般 貸 倒 引 当 金 繰 入 額 ( ▲ ) ▲3 ▲2 0 ▲1 9 ▲0

業 務 純 益 68 48 ▲19 82 ▲40 10

臨 時 損 益 ▲15 14 30 1 45 0

う ち 不 良 債 権 処 理 額 ( ▲ ) 14 8 ▲6 20 24 ▲0

う ち 株 式 等 関 係 損 益 － 22 22 22 20 1

経 常 利 益 52 63 10 84 5 11

当 期 純 利 益 32 38 6 48 2 6

配 当 金 4円 4円 － 8円 － －

資金利益における有価証券利息配当金には、投資信託の解約・償還差益を含んでいない。
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2. 13年度中間決算と13年度予想
 
(2)預貸金利鞘2. 2. 1313年度年度中間中間決算と決算と1133年度予想年度予想
 
(2)(2)預貸金利鞘預貸金利鞘

貸出金利回りが低下する中、近隣他行に対して預貸金利鞘の優位性を維持。

1.99%
(▲0.12)

2.03%
(▲0.08)

2.11%
(▲0.11)

2.23%

1.67%
(▲0.10)

1.77%
(▲0.13)

1.91%

11 12 13中間 13予想

貸出金利回り(国内)の推移

(

 

)内は前年度比

預貸金利鞘(国内)の推移預金等利回り(国内)の推移

(

 

)内は前年度比 (

 

)内は前年度比

他行平均

0.08%
(▲0.02)

0.08%
(▲0.02)

0.10%
(▲0.02)

0.13%

0.05%
(▲0.01)

0.06%
(▲0.02)

0.08%

11 12 13中間 13予想

他行平均

0.59%
(▲0.08)

0.63%
(▲0.04)

0.68%
(▲0.06)

0.74%

0.49%
(▲0.09)

0.58%
(▲0.09)

0.67%

11 12 13中間 13予想

(注)他行平均は東京･茨城･神奈川の地域銀行6行平均

他行平均

(注)他行平均は、東京･茨城･神奈川・埼玉・千葉

・栃木の地域銀行における公表銀行5行平均

(注)他行平均は東京･茨城･神奈川の地域銀行6行平均

注:13下期

 
0.07%

 
(▲0.03)
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2. 13年度中間決算と13年度予想
 
(3)預貸金ボリューム2. 12. 133年度中間年度中間決算と決算と1133年度予想年度予想
 
(3)(3)預貸金ボリューム預貸金ボリューム

貸出金平均残高の推移 預金等平均残高の推移

14,182
(+483)

13,287

13,698

6,539
(+446)

6,467
(+374)

6,093

5,974

11 12 13中間 13予想

17,350程度

(+484)
17,304
(+438)

16,544

16,866

貸出金平均残高

預金等平均残高

(

 

)内は前年度比単位：億円 (

 

)内は前年度比単位：億円

うち｢法人営業店｣

(法人営業部除く) うちＮＣＤ平均残高

+3.0%
+1.4%

対前年同期比増減率

(参考：13中間の地銀平均＋2.7%)

669

 
(+437)

670

 
(+438)

14,200程度

 
(+502)

844 1,199
1,364

 
(+165)

1,334

 
(+135)

232

11

 

12

 

13中間

 

13予想

288 175

うち｢法人営業部」
｢スーパー預金王｣(注)の

残高推移(末残ベース)
69(▲106) 0

市場性と地域性の特性に合わせ、貸出金は主に山手線沿線の「貸出強化推進」の『法人営業店』でボリューム伸長。

預金保険料の負担を考慮し、事業法人からの資金調達の一部を預金からNCDへ切り替えたことによりNCDの残高が増加。

低金利預金の調達により、高金利預金(「スーパー預金王」)の減少を補い、預金平残は前年度比プラスを見込む。

(注)「スーパー預金王」は、高利回り(年0.837%)の5年もの定期預金。

+3.6%
[13中間+5.2%]
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2. 13年度中間決算と13年度予想
 
(4)預貸率2. 12. 133年度中間年度中間決算と決算と1133年度予想年度予想
 
(4)(4)預貸率預貸率

預貸率は80%超を維持。

預貸率の推移
(

 

)内は前年度比

81.8%
(+0.6)

81.9%
(+0.7)81.2%80.3%81.7%

84.7%85.2%

80.3%
(▲0.7)

81.1%79.7%79.8%

84.1%
81.9%

70.5%70.8%
72.1%72.7%

75.5%
73.4%73.5%75.1%75.9%

76.9%

54.7%56.2%
53.2% 52.0% 51.0%

08 09 10 11 12 13中間 13予想

当行(平残ベース)

第二地銀平均

(末残ベース)

地銀平均

(末残ベース)

当行(末残ベース)

信用金庫平均

(末残ベース)



３.
 

貸出金の増加に向けた営業戦略
 
(1)貸出資産の再構築３.

 
貸出金の増加に向けた営業戦略

 
(1)貸出資産の再構築

業種別貸出金残高の推移

(

 

)は近年ボトムの08比

億円

規模別貸出金残高の推移

(

 

)は近年ボトムの09比

億円

8

サービス業

不動産賃貸業

運輸通信業

住宅ローン

不動産売買業

消費者金融業

個人

中小企業

(除く金融保険)

大企業

中堅企業

08 09 10 11 12 13中間 08 09 10 11 12 13中間

13,886
13,382 13,394 13,715

14,377
14,462

(+576)

4,699
4,829

5,370
5,672

6,152 6,361

(+1,662)

3,214
2,996

2,856 2,735 2,652 2,596

(▲618)

1,612 1,255 934 910 882
830

(▲782)

13,886
13,382 13,394 13,715

14,377
14,462

(+1,080)

8,603
8,511 8,566

8,884
9,105 9,248

(+737)

1,228
1,131 1,221 1,364

1,708 1,819

(+688)

3,491 3,264 3,065 2,918 2,822 2,765

(▲499)

貸出金末残
貸出金末残



３.
 

貸出金の増加に向けた営業戦略
 
(2)法人向け営業戦略３.

 
貸出金の増加に向けた営業戦略

 
(2)法人向け営業戦略

2,1802,223

18,129
17,663

11 12 13予想

中小企業取引をメインと捉え新規事業所開拓および深耕に“重点”注力

10年連続2,000件以上を目指す

開拓3年後の取引状況

新規開拓先 貸出金 預金

10中間 1,133先 400 51

13中間 888先 367 120

(比率) 78.3％ 91.7％ 235.2％

億円

法人営業店20か店の実績

1,115 1,151

1,2381,260

11 12 13予想

開拓金額(単位：億円)

開拓件数

1,300件以上目標

 

[13中間675]

815
1,100
程度

(+75)

開拓件数

800
程度

(+104)

696561

事業所総数

事業所総数

7,354
7,998

19,000件程度 8,600件程度

9

1,025

1,200以上目標

開拓金額(単位：億円)

(

 

)内は前年度比 (

 

)内は前年度比

[13中間458]
[13中間5,318]

2,000件以上目標

[13中間18,607]

[13中間1,125]

[13中間8,534]

[13中間634]

[13中間318]

うち開拓金額10百万円以上の開拓件数

中小企業向け貸出金末残(単位：億円)

新規事業所開拓件数は、13中間で1,125件。10年連続新規事業所開拓2,000件の達成を目指す。

主に山手線沿線の都心部に立地する『法人営業店』を中心に事業所開拓に注力。

696561

5,063
5,231

5,400
程度

(+169)

開拓3年後も約8割が取引継続



2020東京オリンピック開催を念頭に関連拠点の戦力を強化

2020東京オリンピック開催を控え、「ヘリテッジゾーン」、「東京ベイゾーン」は施設建設が見込まれる地域。

上記拠点に加え、既存店舗の強化、2～3か所程度の新たな拠点の設置検討を進める。

首都圏立地という優位性を活かし再開発事業に参画。

「ヘリテッジゾーン(内陸部)」

「東京ベイゾーン(臨海部)」

★月島

■

 

施設建設が見込まれる地域と当行の店舗網

※「2020オリンピック招致プラン」を参考に作成

=晴海ふ頭に設置予定の

 

「選手村」最寄店舗

★

３.
 

貸出金の増加に向けた営業戦略
 

(3)新しいチャネルを求めて３.
 

貸出金の増加に向けた営業戦略
 

(3)新しいチャネルを求めて

7

96
5

3

11 12 13中間 13予想

貸出金残高

取扱件数

単位：億円

再開発事業への取組み

■

 

当行営業エリア近隣の市街地再開発事業に積極的に対応

再開発事業名
竣工時期

(予定)

最大貸出

予定額
世田谷区桜上水地区市街地再開発事業 15/03 10
中央区京橋地区市街地再開発事業 16/08 50
中央区勝どき地区市街地再開発事業 16/11 30
港区浜松町地区市街地再開発事業 17/04 60
中央区湊地区市街地再開発事業 17/10 40
中央区日本橋地区市街地再開発事業 20/01 90
西品川地区市街地再開発事業

 

ほか2件 未定 140
合計 － 420

70程度

(+56)

■

 

貸出金残高の推移

単位：億円

1964年東京オリンピックの中心となっていたエリア。

臨海部を中心に新たな開発が見込まれるエリア。

10

14
22(+8)

(

 

)内は前年度比
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４.新しい需資の創造４.新しい需資の創造

成長性のある中小企業への支援

○成長分野
・医療・介護関連･･･病院買収案件1件、相談案件6件
・環境・太陽光発電関連･･･業務提携3社、融資3件

 

1.4億円（受付中の案件5件

 

7億円）
・環境不動産普及促進機構と連携･･･耐震・環境関連再開発事業について

○海外展開支援
・海外展開支援相談･･･11先
・セミナー・海外ミッション･･･進出支援セミナー1回、海外ミッション

（インドネシア、フィリピン）13年10月実施
・金融支援･･･親子ローン実行

 

1件2億円、政策金融公庫と業務提携
（13年11月東南アジア他7カ国でスタンドバイ・クレジットが可能となる）

○ビジネスマッチング
・仕入先紹介等･･･4件成約

 

・ビジネスマッチングフォーラム立ち上げ（13年10月）
・商談会開催

 

1回（13年11月

 

北陸3行と共催）

○経営相談
・経営改善支援･･･4社

 

・補助金・助成金申請支援（創業・ものづくり）･･･24先
・専門家の派遣･･･10件

 

・セミナー・研修･･･5回
・相続・事業承継関連･･･19先

○その他
・中堅中小企業専門バイアウト・ファンドへ出資･･･コミットメント額5億円
・M&A協議中の案件･･･3件

 

6.3億円
・ABL･･･肉牛担保融資を導入予定

 

13年11月

東日本倶楽部会員711先、営業店推薦

 
の独自ビジネスモデル先311先(特異な技

 
術、商売のノウハウを持つ企業)を対象。

 
(重複先89先を含む)

対象先

 
933先

うち成長支援先

136先

プラチナ企業

 

61先
(成長支援先のうち当行メインお取引先)

ゴールド企業

 

75先

(成長支援先のうち当行お取引先)

933先から足元のニーズが見込め

 
る先136先を選定。

営業店の常時アプローチ先

ビジネス戦略推進部の

常時アプローチ先

11

 

12

 

13中間

 

13予想

372 394
420

(+26)

450
程度

(+56)

単位：億円
(

 

)内は前年度比
■

 

成長分野(医療、介護、環境、航空機など)の貸出金残高の推移
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５.個人向け営業戦略５.個人向け営業戦略

11 12 13中間 13予想

6 125

115
程度
(+21)94

72
75

0

50

100

150

11 12 13中間 13予想

個人預金と「スーパー預金王」

(「インターネット預金」除く)

投信・保険・国債販売実績

(個人営業店)

年金口座数

(個人営業店)

億円 件数

個人営業店を中心に預り資産、年金口座の獲得に注力。

今後は、「NISA(少額投資非課税制度)」口座獲得を推進する等、

 
預り資産のさらなる増強を図る。

29,389

28,775

29,698
(+309)

30,000
程度

(+611)

27,000

28,000

29,000

30,000

11 12 13中間 13予想

億円

個人預金の状況 個人営業店の重点施策

11,645 11,711 11,800

程度

(+89)

175 0

高利回り(年0.837%)の5年もの定期

 
預金「スーパー預金王」が106億円

 
減少したことにより13中間では個人

 
預金が前年度比39億円の減少となる

 
も、通期では前年度比プラスを目指す。

(

 

)内は前年度比(

 

)内は前年度比(

 

)内は前年度比

11,672

(▲39)

288
69(▲106)

うち「スーパー預金王」

うち「平準払い」保険

 

(保険金額ベース)
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６.与信費用
 
(1)概況６６..与信費用与信費用
 
(1)(1)概況概況

41

▲15
▲0▲2

▲10
1

▲58

198

41

20
8

30
35

44

-70 08 09

 

10

 

11 12

 

13中間

 

13予想

与信費用の推移

239

42
[0.31%]

6
15

35

[0.11%]
15

[▲0.17%]
▲23

[0.24%]
34

円滑化の出口戦略として要注意先の引当金を金融円滑化対応先とそれ以外の先に分けて算出し、一般貸倒引当金を保

 
守的に積み増し(63百万円の増加)するも戻入益を計上。

13年度の不良債権処理額は大口先への引当が充足されたことから減少を見込む。

[1.75%]

うち金融円滑化関連

単位：億円

うち不良債権処理額

うち一般貸倒引当金繰入額

6.3% 5.4% 3.7% 3.2% 2.8% 2.6% 2.5%程度

(5.1%) (4.1%) (3.0%) (2.7%) (2.4%) (2.3%) (2.2%程度)

金融再生法開示債権比率

(部分直接償却後・試算)

与信費用合計
[与信費用比率]

DCF法採用

 

６

算定方法見直し

 

3

大口円滑化先処理18

DCF等

 

27

14

[0.14%]
20

円滑化先引当

 

＋0

[0.03%]
5

7

引当率

 

非円滑化先

 

0.3%程度

円滑化先

 

1.5%程度
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金融円滑化に係る実施状況

６.与信費用
 
(2)金融円滑化に基づく要注意先と遷移の状況６６..与信費用与信費用
 
(2)(2)金融円滑化金融円滑化に基づく要注意先と遷移の状況に基づく要注意先と遷移の状況

円滑化対象先の遷移状況

単位：億円

引き続き、地域経済活性化支援機構や中小企業再生支援協議会等の外部支援機関の積極的活用を図る。

(10～13中間の実績)
・地域経済活性化支援機構

 

2先
・中小企業再生支援協議会

 

35先
・資本性借入への切替(DDS)

 

2先
・資本への切替(DES)

 

3先
・外部専門家の派遣

 

89件

【中小企業者】
11 12 13中間

残高
引当金

所要額
残高

引当金

所要額
残高

引当金

所要額

その他要注意先 1,861 － 1,760 － 1,763 －

うち金融円滑化の対象先 907 － 907 － 848 －

うち従来基準での要管理先等 404 23 371 18 375 14

375億円がすべて要管理先となった場合の引当金所要額

907

804

55

20
28

ランクアップ先(2.2%)

ランクダウン先(3.0%)

返済による残高減少先

その他要注意先に

留まっている先

単位：億円

13中間の状況

44

848

新規発生先等



７.経費７７..経費経費

経費・コアOHRの推移
(

 

)内は前年度比

うち人件費

うち物件費

コアＯＨＲ

15

人件費は、13年度に再雇用者の増加がピークを迎え、以降は横ばいを見込む。

物件費は、13年度、窓口一線完結システムの更新を見込む。

 

15年度、基幹システムの契約変更(13/3契約締結済)

 
により費用減少。

税金は、14年度以降、消費税の引き上げを見込む。

うち税金

09 10 11 12 15予想14予想13予想

111

209
233(+2) 229(▲4)

10
12

88 91
93 96

91

118 121 123 125 125

66.2%

71.8%

219(+10) 224(+5) 225(+1) 230(+4)

68.9%
72.5%

9 10 9 10 12

92
94

125

・機械化投資等

 

2 ・基幹システム費用

 

▲4

(13/3

 

契約締結済)

・消費税

 

2

・賞与

 

3 ・賞与

 

3 ・再雇用者等

 

1

・基幹システム費用

段階増加分

 

7
・機械化投資等

 

1

・再雇用者等

 

2

単位：億円
74.3%(+1.8)
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8.
 

有価証券の運用状況と投資方針
 
(その1)8.8.

 
有価証券の運用状況と投資方針有価証券の運用状況と投資方針

 
((そのその1)1)

預証率の推移

20.6%

22.3%

20.5%
21.8% 21.7%

(▲0.1)

31.6%

29.0%

30.5%
29.9%

26.4%

23.8%

25.6%
24.6%

09 10 11 12 13中間

地銀平均

第二地銀平均

当行

10 11 12 13中間

債 券 3,520 3,329 3,542 3,455

リ ス ク 資 産 199 187 244 372

株 式 113 100 100 86

ETF・J-REIT 85 86 144 286

合 計 3,719 3,516 3,787 3,828

有価証券の残高内訳(取得原価ベース)
(

 

)内は前年度比 単位：億円

リスク資産の保有割合の限度額を有価証券残高の10%程度

 
から13%程度へ引き上げ。(13中間は9.7%)

評価損益

27 32

8486

21

09 10 11 12 13中間

単位：億円
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8.
 

有価証券の運用状況と投資方針
 
(その2)8.8.

 
有価証券の運用状況と投資方針有価証券の運用状況と投資方針

 
((そのその2)2)

デュレーションを短期化し、将来の金利上昇リスクに備える。

デュレーションの推移

3.5年

4.4年

3.8年

3.1年
3.0年 2.9年

4.7年
4.5年4.4年

3.7年

09 10 11 12 13中間 13予想

当行

公表第二地銀全9行平均

有価証券利回りの推移

0.77%0.86%0.85%
0.97%

0.76%
(▲0.00)

1.06%1.13%
1.27%

1.03%

09 10 11 12 13中間

第二地銀平均

当行

(

 

)内は前年度比
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9. 自己資本比率99. . 自己資本自己資本比率比率

10.73 9.40
(+0.22)

11.41

9.179.389.67

7.94(+0.24)7.747.749.47
8.68.18.07.97.8

(+0.1)7.1 7.6 7.6

4

6

8

10

12

08 09 10 11 12 13中間 13予想 14予想 15予想 16予想

%

自己資本比率の推移

自己資本比率

(現行国内基準)

TierⅠ比率
(現行国内基準)

(

 

)内は前年度比

普通株式等TierⅠ比率

(試算・バーゼルⅢ国際基準)

8.83

自 己 資 本 額 1,069(+30)

中間純利益

 

+38

配当金

 

▲7

T i e r Ⅰ 903(+31)

リ ス ク ア セ ッ ト 11,372(+48)

単位：億円

7.70

(注)13予想以降の普通株式等TierⅠ比率試算の前提

・リスクアセットは13/９末時点からの増減を見込まない

・利益計上による内部留保の積み上げは見込まない

・ダブルギアリング対象有価証券の売却・償還による普通株式等TierⅠ資本控除の解消を見込む

13

予定

14

予定

15

予定

16

予定
合計

対象有価証券の

売却・償還予定額
160

90

程度

70

程度

50

程度

370

程度

実 績 157 － － － 157

単位：億円■

 

ダブルギアリング対象有価証券の売却・償還予定

4年程度でバーゼルⅢダブルギアリングを解消予定
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512
478

462
425

474488
554

191180196

590

343

266
244

233
(▲11)

1.20

0.72

0.62

0.42
0.37 0.37

0.43
0.40

(▲0.03)

0

200

400

600

06 07 08 09 10 11 12 13中間

円

※1株当たり純資産額の算出にあたっては、自己株式を除く。

なお、09以前については、優先株を除く。

1株当たり純資産額は572円へ上昇。

13年度は、8円配当を継続実施予定。

今後も、収益とのバランスを踏まえた配当を目指す。

当行の株価と1株当たり純資産額の推移

株価(期末終値)

1株当たり純資産額

10. 1株当たり純資産額と株主還元策1010. 1. 1株当たり純資産額株当たり純資産額と株主還元策と株主還元策

PBR

(

 

)内は前年度比

(注1)1株当たり純資産額の算出にあたっては、自己株式を除く。

なお、09以前については、優先株を除く。

572(+17)

配当金と配当性向の推移

09 10 11 12 13予想

配 当 金 3円 8円 8円 8円 8円

配当性向 12.5% 36.5% 26.1% 30.4% 29.4%

株 主

還 元 率
12.5% 36.5% 50.2% 30.4% 29.4%

(注2)株主還元率

 

= (自己株式取得額

 

+

 

年間配当額）/

 

当期純利益



補足資料
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１.
 

住宅ローン１１..
 

住宅ローン住宅ローン

2,735 2,6522,8562,996
3,214

856816782716733
861
(+4)

22.323.1
21.3 19.9

18.4
17.9

(▲0.4)

0

1,000

2,000

3,000

4,000

08 09 10 11 12 13中間

0

10

20

億円 %

住宅ローン残高の推移

住宅ローン残高

貸出金に占める割合

借り換え専用住宅ローン残高

(

 

)内は前年度比

最近の過熱する住宅ローンの“超低金利”競争には巻き込まれずに、健全かつ良質な借り換え需資を

 ターゲットとした、「借り換え専用住宅ローン(注)」を中心に取り組む。

(注)3年間の正常返済実績先に対する借り換え専用の住宅ローン。金利は当初10年間1.65%。10年目以降2.65%の二段

 
階固定金利。

2,596

(▲55)



22

２. 統合リスク管理状況２２. . 統合リスク管理状況統合リスク管理状況

リスク資本配賦額

債券と株式等の保有割合を見直したことにより市場リスクの配賦額を増額。倒産確率の低下等を踏まえ信用リスク

 
の配賦額を減額。

(注1)信用リスク・市場リスクはVaR、

オペリスクは基礎的手法

(注2)バッファーはリスクオーバー時等への備え

397
普通株式等TierⅠ比率

3.5%相当資本額

13上期実績

872

オペリスク

50

信用リスク

230
信用リスク

177
市場リスク

108
オペリスク

47

バッファー
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普通株式等TierⅠ

オペリスク

50

市場リスク

170

信用リスク

220

450
資本配賦

(普通株式等TierⅠ比51%)

333
統合リスク量

(普通株式等TierⅠ比38%)

13下期計画

903

市場リスク

220

403
普通株式等TierⅠ比率

3.5%相当資本額

490
資本配賦

(普通株式等TierⅠ比54%)

13年9月実績

バッファー

 

10

単位：億円

普通株式等TierⅠ
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３.
 

ROE・ROAの推移３３..
 

ROEROE・・ROAROAの推移の推移

7.66
(+2.74)

6.04

4.76
4.91

▲11.23

5.37

4.72
4.75 4.37 4.32

3.94

2.42

3.36 3.58

0

4

8

08 09 10 11 12 13中間

当期純利益ＲＯＥの推移

当行

地銀平均

％

※当期純利益ROE ＝

 

当期純利益

 

/  {(期首純資産残高

 

＋

 

期末純資産残高)/ 2} ×

 

100

 

、10年度以前は優先株式を除く。

当期純利益ROA

 

＝

 

当期純利益

 

/ （総資産平均残高

 

－

 

支払承諾見返平均残高）×

 

100

第二地銀平均

0.26

▲0.52

0.25
0.24

0.30

0.41
(+0.16)

0.25
0.23

0.180.17

0.0

0.4

08 09 10 11 12 13中間

当行

当期純利益ＲＯAの推移

％
(

 

)内は前年度比(

 

)内は前年度比

地銀平均

第二地銀平均
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４. 株主構成４４. . 株主構成株主構成

株主構成

07年度末(08/3) 13中間(13/9)

株式持合

 

23.3%

個人

 

10.8%

外国人

 

5.8%

自己株式

 

0.1%
自己株式

 

4.3%

(+4.2%)外国人

 

7.0%

(+1.2%)

法人

 

59.7%

個人

 

15.9%

(+5.1%)

株式持合

 

5.7%

(▲17.6%)
法人

 

67.1%

(+7.4%)

株式持合の解消をすすめ、13/9現在で株式持合比率は5.7%に低下(08/3比

 

▲17.6%)

※信託銀行(信託口)等の保有株式の

 
増加により法人が増加

(

 

)内は07比



５. 中期経営計画(2013年度終了)の進捗状況５５. . 中期経営計画中期経営計画(2013(2013年度終了年度終了))の進捗状況の進捗状況

13,091

当 期 純 利 益
( う ち 債 券 損 益 )

42億円
(債券損益18億円計上)

54億円
(債券損益11億円計上)

46億円
(債券損益27億円計上)

38億円
(債券損益2億円計上)

計画期間中の年平均

49億円
(うち債券損益13億円)

計画期間中の年平均

40億円程度
(債券損益を見込まない)

自 己 資 本 比 率 9.6% 9.3% 9.1% 9.4% 9.2%程度 10%以上
T i e r Ⅰ 比 率 7.7% 7.7% 7.7% 7.9% 7.8%程度 8%以上
不 良 債 権 比 率

(部分直接償却後)

3.7%

(3.0%)

3.2%

(2.7%)

2.8%

(2.4%)

2.6%

(2.3%)

2.5%程度

(2.2%程度)

2.5%程度

(2%台前半) 25

中期経営計画の進捗状況

13,287
13,698

14,200

程度

単位：億円

13,400

14,182

85億円

程度43
8598 88 79

70%台

前半
72.5%
(225)

68.9%
(219)

71.8%
(224)

72.4%
(115)

74.3%
(230)

81.9%81.2%81.7% 80.3% 81.8%

0.63%
0.68%0.81% 0.74%

10 11 12 13中間 13予想

318 313 311 309 320

159

中計目標

預貸率

貸出金平均残高

コア業務粗利益

コアOHR(%)

(経費)

コア業務純益

預貸金利鞘

80%以上
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本資料には、将来の業績に係る記述が含まれています。こうした記述は

 将来の業績を保証するものではなく、リスクや不確実性を内包するもの

 です。将来の業績は経営環境の変化等により、異なる可能性があること

 にご留意ください。

本説明会資料やIRに関するご意見、ご感想、

お問い合わせは下記までお願いいたします。

株式会社東日本銀行

 
経営企画部

 
広報室

Ｔ

 
ｅ

 
ｌ

 
：

 
03-3273-4073

Ｆ

 
ａ

 
ｘ

 
：

 
03-3273-5396

Ｅ－Ｍａｉｌ：keieikikakubu@higashi-nipponbank.jp

本説明会資料やIRに関するご意見、ご感想、

お問い合わせは下記までお願いいたします。

株式会社東日本銀行

 
経営企画部

 
広報室

Ｔ

 
ｅ

 
ｌ

 
：

 
03-3273-4073

Ｆ

 
ａ

 
ｘ

 
：

 
03-3273-5396

Ｅ－Ｍａｉｌ：keieikikakubu@higashi-nipponbank.jp
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